
私学助成の充実と財源確保に関する意見書

当県内の私立学校は，多様化する県民のニーズに応じた特色ある教育の推進が求められてい

る中で，建学の精神に基づく個性豊かな教育を実践し，当県の学校教育の振興発展に大きな役

割を果たしている。

しかしながら，今日，少子化の進行による生徒数の減少など，私立学校を取り巻く環境は，

厳しさを増している。

このようなことから，私立学校振興助成法第１条に規定するとおり，学校教育における私立

学校の果たす重要性を認識して，私立学校における教育条件の維持向上と修学上の経済的負担

の軽減を図るとともに，私立学校の経営の健全性を高めることが肝要である。

加えて，新型コロナウイルス感染症対策の拡充，今年度で終了する私立小中学校等に通う児

童生徒への経済的支援事業の制度化も必要である。

よって，国においては，令和４年度の予算編成に当たり，私立高等学校等経常費助成費補助

金，私立学校施設耐震化に係る補助及びＩＣＴ環境の整備に対する補助の拡充，就学支援金制

度の拡充強化など，私学助成に係る財源の充実・確保を図られるよう強く要望する。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

令和３年１０月８日

鹿児島県議会議長 田之上 耕 三

衆議院議長

参議院議長

内閣総理大臣
殿

財 務 大 臣

総 務 大 臣

文部科学大臣


